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イラン情勢の緊迫化は供給が中東に集中する石油市場の脆弱性を再認識させた。備蓄放出などで当
面の対応が可能だが効果は限定的。ガソリンや石化製品不足を通じ一般物価への波及も懸念される。

紛争前の石油市場：生産増と脱炭素による消費の伸び鈍化が重なり供給が過剰に

世界の石油生産は、中東産油国、米国、ロシアで60％超を占め、地理的な偏在性が高い。一方、消
費は、経済規模や人口に概ね沿う形で広く世界に分布している。貿易フローの観点では、アジアは
石油輸入の約60％を中東、約15％をロシアに依存する一方、欧州は米国と中南米から約30％、アフ
リカから約25％、中東から20％弱と、一定の地理的要因が反映されながらも中東の存在感が大きい。

需要ではガソリンや軽油などの輸送用燃料としての用途が多いが、近年では脱炭素の潮流の中で電
気自動車（EV）やLNGトラックへのシフトが進み、増加のペースが鈍っている。一方、供給では、
「シェール革命」を受け米国が新たなプレーヤーとして存在感を増すことに。また、2022年のウク
ライナ危機では欧米による制裁後もロシア産原油の仕向け先が中国とインドにシフト、輸出量自体
は大きく減少しなかった。供給過剰感を背景にOPECプラスは2022年11月に協調減産を開始し、サ
ウジアラビアなどの有志国は自主減産も実施。しかし、原油収入の減少や米国のシェア拡大を受け
たプレゼンス低下への危機感などから、2025年4月以降、自主減産の縮小（＝増産）を進めてきた。
地政学リスクが潜在する中でも供給余剰が価格を圧迫してきたと評価される。

長年懸念されてきた「チョークポイント」の封鎖

今次の中東情勢緊迫化は、中東産原油の海上輸送路となってきたホルムズ海峡の封鎖へと発展した。
同海峡を通過する石油は日量1,500万バレル程度と、世界の貿易量のおよそ20％。イランによる事
実上の封鎖で、大半のタンカーが足止め状態にある。代替的な輸送路であるサウジアラビアとアラ
ブ首長国連邦（UAE）のパイプラインは、合計の輸送能力が日量470万バレルにとどまる。すでに、
関連パイプラインの稼働率は急速に引き上げられており、間もなく稼働の上限に達する見込みだ。

供給不足への対応として、米国は対ロシア2次制裁を緩和、現在海上輸送中の同国産原油や石油製品
の購入を1カ月間解禁した。さらに、国際エネルギー機関（IEA）は過去最大規模となる４億バレル
の石油備蓄の緊急放出を承認した。石油はガスと比べて備蓄量が多いため短期的な供給不足には対
処しやすいが、取り崩した備蓄はいずれ再構築する必要があるため、価格の抑制効果は短期的かつ
限定的となる可能性がある。

米国などが生産するシェールオイルは比較的柔軟に生産量を調整できる模様だが、新規投資には一
定以上の価格（カンザス連銀調査ではWTIで75ドル／バレル）の持続が必要とされ、大規模な投資
は見込みづらい。さらに実際に生産が増えるまでには6～12カ月程度の時間を要するとされる。

ガソリンや石化製品の不足／価格上昇を通じ、一般物価への波及も懸念される

ホルムズ海峡封鎖に対する原油価格の感応度が極めて高かったことで、イランの現体制は今後も同
海峡封鎖をカードとして用いる可能性がある。その場合、価格に一定のリスクプレミアムが乗った
状態は続くだろう。中東産油国では輸出減少が直接的なダメージとなる一方、中東以外では価格上
昇の一定の恩恵を受けることになる。反面、原油価格の上昇は輸送コスト等を通じ様々な財の価格
に波及すると想定され、これは産油国においても同様。また、石化製品の供給不足は、多くの産業
で生産の制約要因となることが懸念される。

イラン情勢の石油市場への影響
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（注）*生産量－消費量
（出所）米エネルギー情報局（2026年3月版）
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▽原油の製品別用途（2025年）
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消費は伸びているので、下押し圧
力にしました。

→「消費減」が事実と違うことは
理解しました。ただ「消費減への
下押し圧力」もおかしいので、下
のコメントをご覧いただいて本文
の表現を変えるならそこに合わせ

るようにして下さい。

インドなど順調に需要が増えている国もあり、世界全体で見て「鈍っ
ている」とまで言えない気がしたため、「抑制されている」としまし

た。（右図に石油需要の伸びをお示ししています）
→この文が世界的な需要を言っていることは自明で、主語が「増加の
ペース」であること、長期的に見て平均的な増加率は低位にいること
から私には「鈍化」でも違和感ありませんが、気になるなら変更頂い
ても結構です。（右グラフに6期移動平均を重ねてみました。６期と
したのはコロナの影響を均すためで、より長期で確認してもらっても
いいかもしれません）。ただし、「抑制される」「抑えられる」など
はやや能動的なニュアンスを含むので、伸び率が自律的に頭打ちにに

なってきたというような表現の方がいいかもしれません
→ありがとうございます。移動平均で見ると、ご指摘の通り鈍ってい
るで問題ないですね。失礼しました。「鈍っている」を使いたいと思

います。
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イラン情勢の緊迫化は、原油市場にとどまらず、生産・輸送インフラの制約や備蓄の薄さを抱える
天然ガス市場の脆弱性を改めて浮き彫りにしている。供給懸念が深まれば、電力・暖房燃料の価格
上昇や石化製品不足などが企業・家計を直撃し、産ガス国の経済にも深刻な影響を及ぼす。短期的
には石炭等への回帰を強いられ、中長期的にはエネルギー転換の再考を促す可能性もある。

近年の天然ガス市場の構造変化とLNGの位置付け

世界の天然ガス生産は、米国、ロシア、中東（カタールなど）に集積、供給の大部分を担う一方、
消費は広く世界に分散している。とりわけアジアは輸入依存度が高く、こうした需給ギャップを埋
める形で国際貿易が成立している。国際ガス取引では、パイプラインが地理的制約の強い固定的フ
ローであるのに対し、液化天然ガス（LNG）は海域をまたいだ柔軟な輸送が可能なため、近年は越
境ガス取引の4割強を占めるまでに存在感を高めている。LNGを巡っては、①欧州におけるロシア産
パイプラインガスへの依存低減に伴う調達先の多角化、②相対的に低い炭素集約度と電源としての
安定性を背景とした発電用需要の拡大、③天然ガス生産の急増とそれに伴うLNG輸出拡大を背景に
した米国の供給調整役としての地位向上、という3つの構造変化が進んでいる。

インフラ制約と備蓄の薄さがもたらす構造的脆弱性

こうした中で、イラン紛争は天然ガス市場の構造的課題を改めて顕在化させた。天然ガスは石油と
異なり国際的な義務備蓄制度がなく、欧州でも貯蔵できるのは最大で冬季需要の25～30％程度にと
どまる。3～4月は本来、欧州で貯蔵を回復させ始める時期にあたるが、昨冬の厳しい寒さで在庫水
準は過去5年でほぼ最低水準にあり、供給途絶時のクッションは極めて薄い。

天然ガスは、生産が中断された場合、ガス井の再立ち上げや液化設備の再稼働に慎重な工程管理が
必要となり、紛争が鎮静化した後も供給の正常化には相応の時間を要する。米国は最大のLNG供給
国だが、既存プラントはほぼフル稼働しており、短期的な増産余地は小さい。2026年に新規稼働が
予定されているものの、その規模はカタールのラスラファン停止分の一部にとどまる見通しだ。ロ
シアについても、中国向けパイプラインはインフラ制約から増加余地が限定的で、LNGも既存設備
がほぼフル稼働にある。制裁や戦費負担の影響で生産設備への投資は新規・更新とも停滞している
可能性があり、供給を埋め合わせる効果は限定的とみられる。

供給懸念が長期化した場合の影響

イランが体制維持のためホルムズ海峡封鎖をカードとし続けた場合、天然ガスの価格形成ではリス
クプレミアムが恒常化する可能性がある。産ガス国へのマクロ的影響は非対称的であり、中東諸国
は輸出減少の影響を直接受ける一方、ロシアや米国は輸出面で価格上昇の恩恵を受けやすい。

一方、ガス需要国では、天然ガスを燃料・原料の双方で使用する石油化学・化学産業において操業
調整や減産に追い込まれるリスクがある。実際、ウクライナ危機後のドイツではロシアからのパイ
プラインガスの途絶で化学・肥料分野の生産縮小が相次いだ。家計部門でも、電力料金や暖房費の
上昇に加え、肥料や輸送費の上昇は食料品価格上昇に直結、影響は産ガス国でも免れ得ない。発電
部門では発電燃料のガス化が進んでいるため、電力価格の感応度は以前より高まっている可能性が
ある。LNGの代替エネルギーとして、短期的に石炭の利用が現実的になりそうだが、中長期的には
原子力や再生可能エネルギーに対する期待がより高まる可能性がある。

イラン情勢の天然ガス市場への影響
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（注）*カタール、オマーン、UAEの合計値
（出所）エネルギー研究所（Energy Institute）

▽LNGの貿易フロー（2024年）

（出所）エネルギー研究所（Energy Institute）

▽世界の天然ガス消費量
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北米 アジア太平洋 欧州 その他 世界
輸出国・地域

輸入国・地域

米国 ロシア 中東* 豪州
その
他

輸入
合計

北米 0.2 - - - 1.6 1.8

中南米 10.1 - - - 7.1 17.2

欧州 60.7 21.4 14.6 - 36.8 133.5

中東・アフリカ 5.4 0.3 7.4 - 3.0 16.1

アジア太平洋 38.7 22.6 109.5 106.8 97.8 375.5

輸出合計 115.2 44.3 131.5 106.8 146.3 544.1
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